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は　じ　め　に

イネ縞葉枯病は，1900年ころに国内での発生が認め
られて以来，数度の流行を繰り返している。2000年代
初頭は全国的に発生が少なかったが，九州地方では
2004年ころから 2009年にかけて増加し，関東地方では
2008年ころから現在まで増加傾向にある。特に関東地
方では，2012年に栃木県，2013年に神奈川県，埼玉県，
栃木県，2014年には本県をはじめ 5県で注意報を発表
するなど，広範囲で発生増加が懸念されている。
茨城県病害虫防除所では，発生予察巡回調査において

2008年に本田で発病株を確認したことから，筑西市を
主とした県西地域を中心に再生稲（ひこばえ）の発病調
査を実施したところ，2011年に筑西市で発病株率の急
激な上昇を確認した。さらに，翌年 2～ 3月には同市の
複数の地点においてヒメトビウンカ越冬虫のイネ縞葉枯
ウイルス（Rice stripe virus, RSV）保毒虫率が 10％を超
えた。このため，2012年から農業研究所が普及センタ
ーと協力し，防除に関する圃場試験を開始した。これら
の発生予察情報および試験結果は関係機関で共有し，防
除対策徹底のため一体となった現地指導を展開している。
本稿では，本県における近年のイネ縞葉枯病の発生状

況と防除対策について紹介する。

I　イネ縞葉枯病の発生推移

茨城県では，1960年代後半から 80年代まで本病が多
発する状態が続き，ピーク時の 1970年には作付面積の
約 7割にあたる 7万 7千 haで発生した（図―1）。その
後 1990年代になると発生は減少し，病害虫防除所の調
査では 1996～ 2007年まで本田における発生は認めなか
った（図―1）。しかし，2008年に 66調査地点のうち県
西地域の 1地点で発生を確認して以降，同地点を中心に
発生地域が拡大し，2015年には 57調査地点中 23地点

で発生を認め，発生面積は作付面積の約 4割の 3万 ha

に増加した（図―1）。
本病の発生は，媒介虫であるヒメトビウンカの生息密
度とイネ縞葉枯ウイルス保毒虫率の影響が大きい（新海，
1985）。本病が多発生した 1970～ 80年代では，県西地
域における 7～ 8月のヒメトビウンカの発生量は，捕虫
網によるすくい取りで 10回振り当たり平均 39.8頭と多
く，さらに，同地域の結城市で採集した越冬世代幼虫の
保毒虫率も平均で 14.5％と高く推移した（図―2）。一方，
本病の発生が減少した 1990年代から本田での発生が確
認されなかった 2007年までは，ヒメトビウンカの発生
量は平均で 13.8頭，保毒虫率は 2.7％となり，流行時と
比べ低く推移した（図―2）。しかし，2008～ 15年まで
本田でのヒメトビウンカの発生量は平均で 37.6頭と再
び多い状態が続き，保毒虫率は平均で 5.8％とやや高く，
2011から 15年にかけては 0から 22.1％にまで急上昇し
ている（図―2）。なお，保毒虫率が 10％を超える調査地
点が確認された市は，2013年までは県西地域の筑西市
のみであったが，2014年には県西地域の 3市，2015年
には県西および県南地域の合計 6市になった（表―1）。
保毒虫率は数年～ 10数年にわたって大きな波を示し，

関東地方における経済的被害の許容限界は保毒虫率 8～
10％と考えられる（岸本ら，1985）ことから，近年の発
生面積の推移を踏まえ，茨城県においては再流行の状態
に入っていると判断される。

II　イネ縞葉枯病発生分布

2008年に本田調査で県西地域での発生を確認して以
降，地域内の発生拡大は顕著となり，2010年に 8％であ
った発生地点率が翌年には約 5倍の 44％に，2015年に
は 100％に急上昇した（図―3）。さらに，隣接する県南
地域では 13年に発生が確認され，発生地点率は 2015年
には約 9倍の 47％になった（図―3）。また，2014年には
県央地域で，2015年には県北・鹿行地域にも発生が確
認された（図―3）。
病害虫防除所では，発生予察の基礎とするため，本田

での発病調査に加え，広域的かつ潜在的な発生状況を把
握できる再生稲の発病調査を行っている。2015年の全
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県調査では，鹿行地域の 2地点を除く 73地点で発病を
確認し，県内全域に拡大していることが裏付けられた
（図―4）。地域別の平均発病株率は，県西地域が 20.4％と
最も高く，次いで県南，県央，県北，鹿行地域の順であ
った。なお，発病株率 50％以上の圃場が複数地点確認
された県西地域には，麦類作付面積が 500 haを超える
市が集中している（図―4）。
今後は，県内全域で発生面積増加を警戒するととも

に，減収被害の拡大が懸念される県西地域においては本
病防除対策の徹底が必要である。

III　イネ縞葉枯病の感染と発病

 1 ヒメトビウンカの発生消長とイネの作型
ヒメトビウンカはイネ科雑草において幼虫で越冬し，

県内では 3月上旬ころから羽化が認められる。その後 3

月下旬ころから越冬世代成虫の麦圃場への侵入が始ま
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図－1　 茨城県におけるイネ縞葉枯病発生面積と水稲作付面積の推移
イネ縞葉枯病発生面積は，病害虫防除所における水田の発生予察調査から
推計．
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図－2　 ヒメトビウンカ（茨城県県西地域）の水田内における発生量と越冬世代
幼虫の RSV保毒虫率の推移の比較
ヒメトビウンカの発生量は，7～ 8月の茨城県県西地域水田における捕虫網
によるすくい取り 10回振り当たり成幼虫数の平均値．RSV保毒虫率は，2
～ 3月に茨城県県西地域にある結城市の水田畦畔および農道法面の草地か
ら叩き出し法で採集した越冬世代幼虫を，ラテックス凝集反応法または簡
易エライザ法により検定した値．
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表－1　茨城県のヒメトビウンカ越冬世代幼虫の RSV保毒虫率

調査地点
保毒虫率（％）a）

2012年 2013年 2014年 2015年

県
西
地
域

結城市

小田林 ―b） ―    16.7    22.1

大谷瀬     2.1     4.7     3.1 ―

新宿新田 ―     7.8     6.2 ―

下妻市
大宝 ― ―    11.5    17.9

中郷 ― ―    15.7 ―

常総市 本豊田 ― ― ―    20.0

筑西市

二木成    17.7    17.7    21.9    35.3

野殿    15.1    15.1    12.5 ―

西方    14.0    20.3    18.7 ―

海老ヶ島     0.0 ― ―

久地楽    10.9 ― ―

桜川市
加茂部 ― ― ―     1.1

真壁町白井 ― ― ―    11.6

県
南
地
域

つくば市
大形     1.0     3.7     6.2     6.0

長方     1.4 ― ― ―

つくばみらい市 上長沼 ― ― ―    12.5

a）2～ 3月に水田畦畔および農道法面の草地から叩き出し法で採集した越冬世代幼
虫を，ラテックス凝集反応法または簡易エライザ法により検定した値．

b）―：未調査．
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図－3　 茨城県の本田におけるイネ縞葉枯病の地域別発生地点率の推移
8月下旬に 1地点につき 1圃場で任意の 25株についてイネ縞葉枯病の発生
の有無を調査．
県北 n＝ 8．県央 n＝ 15．鹿行 n＝ 6．県南 n＝ 19．県西 n＝ 9．
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り，4月上中旬から産卵が始まる。第一世代幼虫は 5月
上中旬から発生し，羽化した第一世代成虫は 5月下旬こ
ろから水田へ飛来し，6月上中旬に密度が高くなる。水
田内では収穫までに 2～ 3世代経過するが，例年，第二
世代幼虫は 6月下旬から 7月上旬にかけて，第二世代成
虫は 7月上中旬から発生する。
一方，本県における水稲品種の作付割合は，‘コシヒ
カリ’（中生）が 78％と高く，‘あきたこまち’（早生）が
10％，‘ゆめひたち’（中生）が 4％である（茨城県 2015

年採種計画より算出）。作型は早期栽培（移植時期：4

月中旬～ 4月下旬）と早植栽培（4月下旬～ 5月中旬）
で 97％を占め，移植時期はゴールデンウィークに集中
する（震災の影響を受けた 2011年を除く，2009～ 14

年の 5か年平均，茨城県農林事務所調べ）。このため，
多くの圃場において，分げつ期は活着後から 6月下旬ま

で，幼穂形成期は 7月上旬，出穂期は 7月下旬となる。
これらのことから，本県の水稲栽培においては，ヒメ

トビウンカ第一世代成虫飛来時期には，ほとんどの水田
で移植が終了しているため，その飛来を免れることがで
きない。また，第一世代成虫の飛来は分げつ期，第二世
代虫の発生は分げつ期から出穂期，第三世代虫の発生は
出穂期ころから起こると考えられる。

 2 感染時期と発病および被害の関係
本病は感染から発病まで 6～ 21日の潜伏期間があり，
感染時のイネの葉齢が若いほど潜伏期間が短くなり（新
海，1962），幼穂形成期より後の感染では，発病せず無
病徴感染となることがある（安尾，1965）。本県におい
ては，第一世代成虫による感染時期は飛び込みを受ける
6月上中旬で，発病時期は 6月下旬から 7月上旬と考え
られる。また，第二世代虫による感染時期は幼虫が発生
する 6月下旬から始まり，発病時期は 7月中旬から穂揃
期の 8月上旬までと考えられる。なお，第三世代虫によ
る感染は出穂期前後の 7月下旬以降に起こるため，発病
せずに収穫期を迎えることになる。
本病による被害は，1株当たりでは発病時期が早いほ
ど大きい（安尾ら，1965）とされ，圃場全体で見た場合
の発病時期と被害の関係についても論じられているもの
の，現在とは栽培法が異なるため再検討が必要と考えら
れた。そこで，5月中旬移植の作型において，発病時期
と被害との関係を明らかにするため，主に第一世代成虫
による「7月上旬までの発病」と，主に第二世代虫によ
る「7月中旬から 8月上旬までの発病」について，発病
株率と発病株における発病茎率を調査した。その結果，
「7月上旬までの発病」では発病株率が 28.6％，発病茎
率が 45.7％と重症化したものが多かった（図―5）。一方，
「7月中旬から 8月上旬までの発病」では発病株率が
62.9％，発病茎率が 25.3％（図―5）となり，「7月上旬ま
での発病」に比べて発病茎率は低かったものの，発病株
率は高かった。
このことから，第一世代成虫と第二世代虫，いずれに

よる感染でも減収に直結するような大きな被害を生じる
ことが確認され，両世代による感染を抑止することが効
果的な防除につながると考えられた。

IV　イネ縞葉枯病（ヒメトビウンカ）の防除対策

 1 化学的防除
4月下旬から 5月中旬移植の水稲（品種 ‘ふくまる’お

よび ‘コシヒカリ’）において，育苗箱施薬によるイネ縞
葉枯病防除試験を行い，移植時期と防除効果の関係を検
討した（図―6）。その結果，いずれの移植時期において

発病株率
50％以上
30～ 50％
10～ 30％
0.1～ 10％
0％

麦類作付面積
500ha以上

200～ 500ha

100～ 200ha

100ha未満

図－4　 2015年の再生稲（ひこばえ）におけるイネ縞葉枯
病の発生状況と市町村別麦類作付面積との関係
発生状況の調査は 2015年 9～ 10月に実施し，発病
株率は 1地点当たり 4～ 5圃場について圃場ごとに
再生稲 300株の発病の有無を見取り調査し，最も発
病が多かった圃場の値を示した．麦類作付面積は，
2014年産小麦，二条大麦，六条大麦，はだか麦合計
の値．
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も育苗箱施薬を行うことで発病株率は低く抑えられ，減
収軽減効果が確認できたことから，本県においては，省
力的な育苗箱施薬による防除を指導している。さらに，
より高い防除効果を得るため，5月中旬移植の水稲（品
種 ‘コシヒカリ’）において，育苗箱施薬と本田散布によ
る防除試験を行った（図―7）。処理区として，ヒメトビ
ウンカ第一世代成虫を重点防除対象とした「育苗箱施薬
剤による防除（以下，慣行箱剤防除区）」，育苗箱施薬を
行わずに第二世代幼虫を対象として防除する「本田散布
による防除（以下，本田散布区）」，第一世代成虫に加え

て第二世代虫も防除対象とした「育苗箱施薬と本田散布
を組合せた体系防除（以下，体系防除区）」ならびに「有
効成分の溶出制御等により長期残効を有する育苗箱施薬
剤による防除（以下，新規箱剤防除区）」の 4処理を設
けた。慣行箱剤防除区，体系防除区および新規箱剤防除
区の育苗箱施薬は移植当日に行い，本田散布区および体
系防除区の薬剤散布は，第二世代幼虫の発生盛期の中期
に行った。なお，慣行箱剤防除区にはクロチアニジン粒
剤（有効成分 1.5％），本田散布区にはシラフルオフェン
乳剤，体系防除区にはクロチアニジン粒剤（有効成分
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図－5　 発病時期別にみたイネ縞葉枯病発病株率と発病株の発病茎率
試験は 2014年に茨城県筑西市において，品種 ‘コシヒカリ’（移植日 5月 14
日）を用いて行った．発病株率は 7月 7日および 8月 4日（穂揃期前後）
に試験区中央の 300株（15畦× 20株）を調査した．発病茎率は 8月 4日に
系統抽出した 25株を調査した．なお，試験は 3反復で行った．
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図－6　 育苗箱施薬によるイネ縞葉枯病の発病抑制効果と減収軽減効果
育苗箱施薬剤には，クロチアニジン粒剤（有効成分 1.5％）を供試し，移植
当日に施用した．発病株率調査は ‘ふくまる’は 7月下旬，‘コシヒカリ’は 8
月上旬（いずれも穂揃期）に各区 300株について行った．収量調査は，収
穫期に各区中央の 60株を刈り取り，精玄米重（1.85 mm＜）を調査した．
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1.5％）とシラフルオフェン乳剤，新規箱剤防除区には
殺虫成分としてジノテフラン（有効成分 12％）が含ま
れるジノテフラン・プロベナゾール粒剤を使用した。そ
の結果，発病茎率は，無防除区が 26.8％であったのに対
し，慣行箱剤防除区で 15.6％，本田散布区で 15.3％，体
系防除区と新規箱剤防除区でともに 6.7％と低下し，い
ずれの処理区でも防除効果が認められた（図―7）。
体系防除区の結果から第二世代虫の防除を強化するこ
とでより高い防除効果が得られることが確認された。ま
た，新規箱剤防除区でも同様に高い防除効果が得られ
た。したがって，今後は，第二世代虫の発生時期までよ
り安定して効果が持続する育苗箱施薬剤の探索や費用対

効果について検討したい。
一方，第二世代幼虫を対象とした本田散布について

は，慣行箱剤防除区と同等の防除効果が認められた
（図―7）が，さらに防除適期幅を明らかにするため，5

月中旬移植の水稲において防除試験を行った。2014年
の圃場での第二世代幼虫の発生は，6月 17日から認め
られ，6月 23日から 7月 8日にかけて多かった（図―8）
ことから，この期間を第二世代幼虫発生盛期とし，第二
世代幼虫発生盛期の始期（6月23日），中期（6月30日），
終期（7月 8日）に，それぞれ 1回薬剤を散布した。そ
の結果，いずれの散布時期でも散布 2日後には幼虫は認
められず，その後の第二世代幼虫密度も極少なく推移
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図－8　 水田におけるヒメトビウンカ幼虫数の推移と発生盛期
試験は 2014年に茨城県筑西市において，品種 ‘コシヒカリ’（移植日 5月 14
日）を用いて行った．ヒメトビウンカ幼虫数の調査は，防除試験の無防除
区においてバキュームブロワを用いて30株（3反復）吸い取りにより行った．
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図－7　 各種防除手法の違いがイネ縞葉枯病発病茎率および収量に及ぼす影響
試験は 2013年に茨城県筑西市において，品種 ‘コシヒカリ’（移植 5月 17日）
を用いて行った．慣行箱剤防除区および体系防除区ではクロチアニジン粒
剤（有効成分 1.5％）を，新規箱剤防除区ではジノテフラン・プロベナゾー
ル粒剤（殺虫剤の有効成分 12％）を移植当日に施用した．本田散布区およ
び体系防除区の薬剤散布は第二世代幼虫発生盛期の中期にあたる 7月 2日
にシラフルオフェン乳剤を散布した．発病茎率調査は，8月 7, 8日（穂揃期
頃）に系統抽出した各区 100株について行った．
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し，幼虫に対して高い防除効果が得られた（データ省
略）。一方，イネ縞葉枯病発病茎率は，幼虫発生盛期の
始期および中期の散布では，無防除区と比較して低く抑
えられたが，終期の散布では，無防除区とほぼ同等とな
り，防除効果は得られなかった（図―9）。
これらのことから，イネ縞葉枯病の防除において第二
世代幼虫を対象とした本田散布を行う場合には，幼虫発
生盛期の始期から中期の約 1週間が散布適期と考えられ
た。また，4月下旬播種の直播栽培では，5月中旬移植
の水稲と生育経過がほぼ同じになり，同様の防除効果が
期待できるため，本田散布を行うよう指導している。な
お，散布が遅れると著しく防除効果が劣るため，発生消
長に合わせた防除適期の把握が重要となる。近年は，春
先から初夏の気温の影響を受け，ヒメトビウンカの発生
消長の年次変動が大きいため，第二世代幼虫の防除を行
う際には，有効積算温度などを利用した発生予察が重要
である。

 2 その他の対策
耕種的防除としては，ヒメトビウンカの越冬場所を削

減するために畦畔などの雑草管理や収穫後の圃場の耕起
を指導するとともに，イネ縞葉枯病の発病と被害を回避
して保毒虫率を低下させるためにイネ縞葉枯病抵抗性品
種の作付けを呼びかけている。
抵抗性品種に関しては，本県の水稲作付品種は良食味

指向により ‘コシヒカリ’偏重が進み，抵抗性品種の作付
率は非常に低い。本県の奨励品種 14品種のうち抵抗性
を有するものは，極早生の県オリジナル品種の ‘一番星’
と酒米の ‘ひたち錦’の 2品種のみである。抵抗性を有す
る飼料用稲品種の作付けも増加しているものの，水稲全
作付面積に対する抵抗性品種の作付率を上げるために
は，主食用品種での抵抗性品種導入が不可欠と考えら
れ，抵抗性を持つ良食味の主食用品種などの選定が急が
れる。また，抵抗性品種の栽培に際しては，殺虫剤の使
用を中止した場合，抵抗性品種で多発したヒメトビウン
カが，感受性品種での発病を助長する可能性があること
や，ヒメトビウンカが媒介する黒すじ萎縮病の発生にも
警戒する必要があることから，感受性品種と同様にヒメ
トビウンカ防除対策をとるよう指導している。

お　わ　り　に

前回のイネ縞葉枯病流行時には，イネ縞葉枯病の発生
生態や被害，防除対策について，様々な調査研究が行わ
れており膨大な研究蓄積があるが，それでもなお本病の
発生機構には不明な点が多い。また，近年，新規薬剤の
開発，防除方法の多様化，農地集積や混住化等の農地環
境の多様化など，イネ縞葉枯病防除を取り巻く環境が大
きく変化していることから，本病に関するさらなる試験
研究が必要である。
今後，水稲の作型や作付体系，費用対効果や実効性を
加味した総合防除技術の開発を行うとともに，流行を終
息させるため情報交換を継続し，広域での一層の連携を
図っていきたい。
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図－9　 ヒメトビウンカ第二世代幼虫発生盛期における本
田散布時期がイネ縞葉枯病発病茎率および収量に
及ぼす影響
試験は 2014年に茨城県筑西市において，品種 ‘コシ
ヒカリ’（移植日 5月 14日）を用いて行った．散布に
は，シラフルオフェン乳剤を供試し，第二世代幼虫
発生盛期の始期（6月 23日），中期（6月 30日），終
期（7月 8日）に散布した．発病茎率調査は，8月 4
日（穂揃期頃）に系統抽出した各区 25株について行
った．


